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Abstract 
This study analyzed the textual content of the "Sustainability-related Perspectives and 
Initiatives" section within the fiscal year 2024 Annual Securities Reports of 4,217 filing 
companies. Morphological analysis revealed significant inter-industry variations in 
both the volume of disclosure and the frequency of environment-related terminology.  
The financial sector, including banking and insurance, featured the highest quantity of 
descriptions. In contrast, industries such as fishing, agriculture and forestry, food, and 
precision machinery have a high density of environmental descriptions. Furthermore, 
the findings confirmed that disclosures from small and medium-sized enterprises 
(SMEs) are notably more limited than those of large corporations. This disparity 
suggests that internal resource constraints significantly influence the extent and depth 
of corporate information disclosure. 
 
1. はじめに  

本研究では、日本の有価証券報告書に記載される定性的な情報をもとに企業の環境に関

連する活動の動向を分析することを目的とする。本章では、有価証券報告書を含む企業の環

境に関連する報告制度の概要を概観するとともに、上場企業等が環境対応として取り組む

べきだとされている活動の定義を整理する。 
 

1.1. 環境対応に関する企業の報告活動 

上場企業等において、環境に関連する報告義務は、大きく政府向けと投資家向けの 2 系

統に大別することができる。政府向けの報告は、「エネルギーの使用の合理化及び非化石エ

ネルギーへの転換等に関する法律（省エネ法）」に基づき、原油換算で年間 1,500kl 以上の

エネルギーを使用する事業者に対し、エネルギーの使用量や省エネの目標の達成状況の報
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告を義務付けている。また、「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」に基づき、省

エネ法の対象事業者に加え、一定量以上の温室効果ガスを排出する事業者には、その算定排

出量の報告が義務化されている。 
一方で、投資家向けの報告は、金融商品取引法および東京証券取引所の規則に基づき実施

される。特にプライム市場に上場する企業において、環境指標の開示は事実上の必須事項と

なっている。2023 年 3 月期以降、有価証券報告書内には「サステナビリティに関する考え

方及び取組」欄が新設された。ここでは TCFD（Task Force on Climate-related Financial 
Disclosures：気候関連財務情報開示タスクフォース）提言の 4 つの構成要素に沿って情報

開示が求められる。具体的には、①ガバナンス：取締役会が気候変動リスク・機会の監督を

どう行っているか、経営陣の役割と責任の体制、②戦略：気候変動が短期・中期・長期の事

業戦略や財務にどのように影響するか、シナリオ分析の結果、③リスク管理：気候変動関連

のリスク（例：炭素税導入、異常気象による操業停止）をどのように特定、評価、管理し、

企業全体のリスク管理プロセスに組み込んでいるか、④指標と目標：温室効果ガスの実績値

と、それに基づく削減目標を開示することになっている。上場企業にとって有価証券報告書

による環境に関する情報開示は法定義務があるものに加え「統合報告書」「サステナビリテ

ィレポート」等の任意開示の報告を行い、投資家とのコミュニケーションをとっている企業

もある。 
新設された「サステナビリティに関する考え方及び取組」欄には環境に関する情報だけで

はなく、経営戦略と連動した「人的資本経営」に関する開示も義務付けられた。具体的には

①人材育成：企業の持続的な成長を実現するための人材育成に関する方針、②社内環境整備

方針：従業員のエンゲージメント向上や多様性の確保などに関する方針、③指標および目

標：測定可能な目標と進捗状況等を開示することになっている。 
 

1.2. 企業の環境活動の概要 

企業が環境対応として取り組んでいることを大きな枠組みで整理すると①気候変動対応

②資源循環対応③生物多様性対応の 3 領域に分類される。 
 

① 気候変動対応 
気候変動対応には「緩和」と「適応」の活動に大別される。緩和とは、カーボンニュート

ラルの実施を目指し温室効果ガス（GHG：Greenhouse Gas）の排出量を削減・吸収する活

動である。GHG は、二酸化炭素（CO2, CO2 とも表記）やメタン（CH4, CH4 とも表記）

等の地球の熱を吸収して地表を温める気体の総称として使われている。排出量の算定にお

いては、GHG プロトコルといわれる、企業や組織が GHG の排出量を算定・報告するため

の国際的な基準・ガイドラインがある。このガイドラインでは、事業活動に伴う排出量をス

コープ 1 である直接排出、スコープ 2 である間接排出、スコープ 3 ではサプライチェーン

全体の排出の 3 つに分類して管理することになっている。スコープ 1 は、自社が所有した
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り管理したりする発生源からの直接排出を指しており、工場での燃料燃焼、社用車でのガソ

リン消費等が該当する。スコープ 2 は、購入したエネルギーである電力・熱・蒸気の使用に

伴う排出分が該当する。スコープ 3 は、バリューチェーン全体で発生する自社が管理しな

い設備等の間接排出を指しており、原材料の調達に伴う排出、製品の使用・廃棄に伴う排出

等が該当する。 
国立環境研究所（2024）によれば 2023 年度の確報値で見ると、産業界から排出する CO2

換算の GHG は図 1 の通りとなる。小分類別に内訳をみると、鉄鋼（131,265 kt CO2）、自

動車（旅客）（90,192kt CO2）、発電所・製油所等（81,039 kt CO2）、化学（含石油石炭製

品）（52,301 kt CO2）等での排出量が多くなっている。 

 
図 1 CO2換算した部門別 GHG排出量（電気・熱配分後） 

 
適応とは、現在生じているまたは将来に予測される気温上昇や異常気象等の気候変動が

もたらすリスクを回避・軽減し、事業の継続性や回復力（レジリエンス）を高める活動を指

す。具体的には、自然災害への備えとして、設備への災害対策、被害が発生した際に最小限

に抑える事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）の導入、被害の発生を防ぐビジ

ネスモデルや拠点変更等の活動等が挙げられる。これらに加え、適応ビジネスへの展開とし

て、水害対策等の防災事業、インフラの強靭化や災害に対応する保険事業やデータ分析等の

農業・気象支援等の活動が挙げられる。 
このように企業が気候変動対策活動を行うにあたってはカーボンニュートラルから、リ

スク回避策、異常気象に適応するビジネス展開など多岐にわたる。 
 

② 資源循環対応 
資源循環の基本的な活動は 3R（Reduce, Reuse, Recycle）に Renewable を加えた枠組み

で整理される。1 つ目の Reduce（省資源）は、資源の投入量や消費を抑える活動を指し、

製品の軽量化・小型化等が挙げられる。2 つ目の Reuse（長期使用）は、長く使う・効率的

に使う活動を指し、部品の修理やシェアリングによる稼働率の向上が挙げられる。3 つ目の

Recycle（資源の再利用）は、廃棄物等を資源として再利用する活動で、工業プロセスで排

出される副産物の再利用、廃プラスチックの再利用等が挙げられる。これらの活動は 3R 活
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動として定着している。加えて、4 つ目の Renewable（再生可能資源の利用）では、枯渇性

資源ではなく持続可能な資源を使うことを指し、石油資源ではなくバイオマス資源を利用

することが挙げられる。資源循環の活動は、製造業のように資源を自ら利用する主体である

アダプター（Adopters）としての役割と、資源循環の実現を支えるイネイブラー（Enabler）
としての役割にもわけることができる。また、関連する法律としては「プラスチック資源循

環促進法」、「建設リサイクル法」、「資源有効利用促進法」等がある。 
 

③ 生物多様性対応 
企業の生物多様性に関連する活動は環境への負荷低減と環境保全への貢献に整理できる。

負荷低減は生物多様性への負の影響を抑える活動を指す。具体的には、生物資源の持続可能

な利用を行うための原材料調達の見直し、汚染防止、外来種の侵入防止等の生産・加工・輸

送時の活動、省エネ製品の開発や廃棄物の削減等の使用・リサイクル時の活動等が挙げられ

る。保全への貢献としては、自社のリソースや技術を活用して生物多様性の回復や環境の向

上に積極的に関与する活動を指す。具体的には、保有する土地や周辺地域での緑地管理、生

態系のモニタリングや環境負荷軽減のための技術開発、従業員や地域社会への啓発活動、生

物多様性に配慮した製品・サービスの提供等が挙げられる。 
このように生物多様性で挙げた活動は、①気候変動対応や②資源循環対応と重複する活

動が含まれている。 
 

2. 研究の背景 

日本の有価証券報告書の内容に対してテキストマイニングを用いて分析する研究成果は

蓄積されつつある。そのなかでも本研究の対象とする環境関連記述を分析した先行研究を

中心に概観する。 
川上ら（2013）は、有価証券報告書への情報開示が任意であった時期に、環境報告書を対

象として環境に関するテキストマイニングと環境保全コスト率の定量指標を組み合わせ、

企業の環境関連活動への姿勢を分析した。環境保全コストの支出割合が高い企業では具体

的な製品を示唆する単語が抽出される一方、支出割合が低い企業では抽象的な経営理念に

まつわる単語が抽出される傾向を指摘し、記述の質から企業の積極性を評価した。また、加

藤ら（2022）は、「事業等のリスク」の項目に記載された内容の分析を通じて、気候変動リ

スクの開示分析を行った。二酸化炭素を多く排出する多排出産業に対しては気候変動への

対応は、企業が優先的に取り組むべき重要な課題であることや業種による影響の相違を明

確にする必要性を示している。情報開示が義務付けられた 2025 年になると、梅原ら（2025）
は有価証券報告書の「サステナビリティに関する考え方及び取組」の「戦略」セクションを

テキストマイニングで分析し、環境対策に関連するクラスターの存在を確認するとともに、

環境対策の記述内容は企業の属する業種ごとに対応が大きく異なることが示唆されている。

さらに、加藤ら（2023）の研究では、対象を人的資本の分野とし「サステナビリティに関す
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る考え方及び取組」の記述を量と質の両面から分析している。「サステナビリティに関する

考え方及び取組」項目全体の文字数と国際規格に基づくシードワードを用いたコンテンツ

分析を行い、質と量の両面から相関関係等の分析を行っている。 
先行研究では「サステナビリティに関する考え方及び取組」の環境に関する分析において

は、記述内容の全体構造の把握やクラスター分析を通じた単語の出現傾向の把握に主眼を

置いてきた。これに対し本研究では、環境への取り組みの多角性や業種によって注力すべき

対応が違うことによる業種特性を考慮し、企業が取り組むべき環境対応が示されたガイド

ラインから分析対象単語を抽出し、コンテンツ分析を行うことを目的とした。これにより、

企業がどの程度環境活動に注力しているかを有価証券報告書の記載内容から可視化するこ

とを目的とする。以上の目的を達成させるための本研究では以下の 3 つの仮説を構築した。 
 
 【仮説 1】有価証券報告書への「サステナビリティに関する考え方及び取組」の全記

述量および分析対象単語の出現割合は、産業別に差異が見られる。特に GHG の排出

量が多い鉄鋼、化学系（化学、石油・石炭製品、ゴム製品等）の製造業、電気・ガス、

また環境関連金融商品（保険や融資）を取り扱う銀行や保険において多くなる／高く

なる。 
 【仮説 2】資源循環に関連した法律と関連が深い建設リサイクル法関連業種（建設

業）、プラスチック資源循環促進法と関連の深い化学（上流でプラスチック製品を製

造する企業）や食料品（パッケージにプラスチック製品を多用する）、小売業、サー

ビス業（下流で商品やサービスの付随品として直接プラスチック製品を取り扱う）で

も、環境関連の記述の割合が高くなる。 
 【仮説 3】今回の対象企業の多くが上場企業とはいえ中小企業（ベンチャー企業）も

含まれることから、中小企業においては、環境対応に割けるリソースの制約から環境

関連の記述量および分析対象単語の出現割合が限定的になる。 
これらの仮説を検証するために、記述量の分析とコンテンツ分析を行った。 

 

3. 研究方法 

 
3.1. データの収集方法 

必要なデータの取得には、Python と EDINET API（version2）を用いて EDINET に提

出されている有価証券報告書を取得した。2024 年 4 月から 2025 年 3 月が決算日の企業の

有価証券報告書を 2024 年度の決算情報として一括でダウンロードした。EDINET では提

出日を指定した取得しかできなかったため、決算日の 3 か月後に該当する 2024 年 7 月 1 日

（2024 年 4 月が決算の企業の約 3 か月後にあたる）から 2025 年 6 月 30 日（2025 年 3 月

が決算日の約 3 か月後にあたる）の 1 年間の有価証券報告書を取得した。 
有価証券報告書内に含まれる XBRL（eXtensible Business Reporting Language）でタグ
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付けされた情報に基づき、「サステナビリティに関する考え方及び取組」の本文に加え各企

業の属性情報を機械的に取得した。取得した項目は次の表の通りである。 
 

表 1 有価証券報告書のタグから収集した情報 
項目 取得方法 

EDINET コード XBRL タグから取得した企業ごとに一意に振られた番号 
業種 有価証券報告書からは直接取得できないため、EDINET コード

を用いて別途ダウンロードした EDINET コードリストから

EDINET コードを使いマッチングして取得 
資本金 XBRL タグから取得 
従業員数 XBRL タグから取得 
企業名 XBRL タグから取得 
決算日 XBRL タグから取得 
サステナビリティ情報 XBRL タグから取得した「2.サステナビリティに関する考え方

及び取組」の本文全文 
 
業種、資本金、従業員の情報をもとに中小企業には中小企業の判定を行いデータにフラグ

をたて、企業規模別の分析に活用した。中小企業の判定は、中小企業庁の定義を用いた。 
 
① 製造業、建設業、運輸業、その他の業種：資本金 3 億円以下または従業員 300 人以

下 
② 卸売業：資本金 1 億円以下または従業員 100 人以下 
③ 小売業：資本金 5,000 万円以下または従業員 50 人以下 
④ サービス業：資本金 5,000 万円以下または従業員 100 人以下 

 
3.2. データの分析方法 

抽出した各企業の「サステナビリティに関する考え方及び取組」の全記述を集計単位とし

て KH Coder の MeCab による形態素解析を実行した。頻出語の集計を行い、それらの頻出

語のなかから企業の環境活動に関連する単語のみを集計した。単語の抽出にあたっては、基

本的に名詞のみを対象とするが、名詞が未知語（MeCab に登録されていない単語）にも含

まれたことから未知語も対象とした。 
環境に関連する企業の具体的な活動の分析にあたっては、1 章に示したように企業の環境

に関する活動は、①気候変動対応②資源循環対応③生物多様性対応の 3 領域に整理される。

ただし、生物多様性対応については重要な項目ではあるものの定量的な比較可能性を優先

するため、独立した基準が確立されている 2 領域、気候変動対応と資源循環対応を優先し

た。本分析では気候変動対応に対するガイドラインと資源循環対応に対するガイドライン
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から、分析対象単語を抽出することにした。気候変動対応についてはサステナビリティ基準

委員会（2025）「サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号 気候関連開示基準」を用い、

資源循環対応については環境省（2021）「サーキュラー・エコノミーに係るサステナブル・

ファイナンス促進のための開示・対話ガイダンス」を用いた。それぞれの資料に対して同様

に形態素解析を実行した。ここで得られた形態素解析の結果を分析対象単語（スクリーニン

グ前）とした。 
全取得企業分の「サステナビリティに関する考え方及び取組」で抽出した頻出単語のうち

1,000 語以上抽出された単語と、上記の分析対象単語（スクリーニング前）をそれぞれ突合

させ、解析のために使用する「分析対象単語」を抽出した。気候変動対応と突合したスクリ

ーニング前の単語は 152 語、資源循環対応と突合したスクリーニング前の単語は 185 語で

あった。スクリーニング前の単語には「当社」「企業」「ビジネス」等の一般的な単語が含ま

れているため、それらを除外した。その結果単語として残ったものを、本研究における分析

対象単語として採用した。その結果を表 2 に示す。気候変動対応と資源循環対応とで重複

している単語も含まれる。 
気候変動対応、資源循環対応それぞれの分析対象単語の出現数を抽出する際は、重複を考

慮せずそのままカウントした。一方で、気候変動対応、資源循環対応を合わせた合計として

環境対応に関する単語の出現数をカウントする際は、ダブルカウントにならないように重

複分を調整してカウントした。 
なお、どの文字抽出においても機械的に収集したため、改行等の制御文字や記号等が記述

量に含まれている。図として掲載されているものは図中に文字の記述があっても収集でき

ていない等の制約もある。また、分析対象単語の出現数はあくまでも「気候」「炭素」等の

単語の抽出であり、「サステナビリティに関する考え方及び取組」内に記述される環境対応

に対する文章の文字数ではない。 
表 2 企業の環境に関連する活動の分類と分析対象単語 

分類 単語 
気候変動対応 インフラ、エネルギー、ガス、カテゴリー、コスト、サプライヤ

ー、シナリオ、スコープ、チェーン、バリュー、プロセス、モニ

タリング、リスク、温室、気温、気候、気象、効果、資源、資本、

時点、炭素、地球、電気、燃料、保険 
資源循環対応 インフラ、エネルギー、ガス、コスト、サプライヤー、チェーン、

バリュー、プラスチック、プロセス、リスク、温室、気候、原材

料、原料、災害、資源、自動車、食品、素材、炭素、地球、燃料 
重複する単語 インフラ、エネルギー、ガス、コスト、サプライヤー、チェーン、

バリュー、プロセス、リスク、温室、気候、資源、炭素、地球、

燃料 
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4. 結果 

4.1. データの収集結果 

EDINET API を通して条件に合致した 4,247 件の有価証券報告書を収集した。決算日が

2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日の範囲外のデータは除外して、最終的に 4,220 社分の

決算データが取得できた。なお、2025 年 3 月末時点の上場企業はプライム市場 1,633 社、

スタンダード市場 1,575 社、グロース市場 612 社の合計 3,820 社であるが、それを上回る

抽出結果となったのは、店頭登録会社や多数の株主を有する会社等の金融商品取引法に基

づき非上場でも有価証券報告書の提出義務がある企業が含まれるためと考えられる。 
取得できた 4,220 社分のデータ取得状況を見ると、XBRL タグが付与されていないまた

は当該情報が記載されていない等の理由で取得できなかった情報は、従業員情報 203 件、

「サステナビリティに関する考え方及び取組」3 件であった。「サステナビリティに関する

考え方及び取組」を主たる分析対象とするため「サステナビリティに関する考え方及び取組」

を取得できなかった 3 件のレコードは除外し総取得数 4,217 件を対象に分析を行った。 
また、分析の軸として中小企業の区分を設定するため、従業員情報が取得できていないレ

コードも残し、資本金情報のみで該当する場合は中小企業とみなして判定した。EDINET
コードとEDINET コードリストから取得した業種をもとに中小企業として判定できた企業

は、662 件（15.7%）であった。 
 
4.2. データの分析結果 

2024 年度の有価証券報告書のうち「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記述

が有効な 4,217 社分の形態素解析を行った結果、総抽出語数は 10,960,125 語、異なり語数

は 42,410 語であった。上位 100 件を表 3 に示す。表 4 には、表 2 で抽出した分類別の分

析対象単語の抽出語数を示す。 
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表 3 2024 年度「サステナビリティに関する考え方及び取組」からの抽出語（全て） 

 
 
表 4 2024 年度「サステナビリティに関する考え方及び取組」からの抽出語（分析対象単
語） 

 

「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記述内容の全記述文字数、表 2 の分析

対象単語の出現文字数を業種別に平均値を算出した。また、全記述文字数に対して表 2 の

分析対象単語の出現文字数の割合を算出した。これらの結果を表 5 に示す。3 社分の欠損

データはあるもののほぼ全数調査のため業界内の社数が 1 社の業種も除外せずそのまま掲

載している。また、横軸を「サステナビリティに関する考え方及び取組」全記述文字数、縦

軸を分析対象単語割合として散布図を図 2 に示す。 
「サステナビリティに関する考え方及び取組」の全記述文字数が多い業種は、保険業（1

位）、銀行業（2 位）の金融業が 1 万字超であり、次いでゴム製品（3 位）、石油・石炭製品

（6 位）、非鉄金属（7 位）といった製造業や、水産・農林業（4 位）、鉱業（5 位）の 1 次

順位 名詞+未知語 語数 順位 名詞+未知語 語数 順位 名詞+未知語 語数 順位 名詞+未知語 語数
1 当社 77,169 26 状況 12,940 51 部門 7,800 76 全社 4,831
2 リスク 66,731 27 会社 12,740 52 能力 7,761 77 専門 4,829
3 グループ 61,827 28 実績 12,446 53 中期 7,505 78 ホルダー 4,776
4 環境 51,683 29 社内 12,377 54 具体 7,474 79 ステーク 4,772
5 事業 45,390 30 資本 12,307 55 マネジメント 7,186 80 スキル 4,675
6 サステナビリティ 44,501 31 シナリオ 12,256 56 効果 6,916 81 休暇 4,646
7 目標 37,495 32 CO 11,305 57 長期 6,854 82 チェーン 4,522
8 人材 33,456 33 考え方 10,745 58 人事 6,370 83 エンゲージメント 4,490
9 社会 31,854 34 情報 10,739 59 コスト 6,296 84 商品 4,456

10 課題 26,997 35 ガバナンス 10,642 60 ガス 6,262 85 電力 4,456
11 委員 25,931 36 製品 10,222 61 内容 6,027 86 効率 4,435
12 方針 25,880 37 炭素 10,134 62 項目 5,852 87 社長 4,425
13 企業 24,760 38 エネルギー 9,795 63 年度 5,797 88 ビジネス 4,266
14 気候 24,603 39 人権 9,524 64 理念 5,756 89 市場 4,222
15 機会 23,835 40 技術 9,426 65 役員 5,626 90 中長期 4,159
16 社員 23,377 41 マテリアリティ 9,377 66 財務 5,618 91 地球 4,132
17 戦略 23,080 42 SCOPE 8,948 67 災害 5,406 92 顧客 4,114
18 指標 22,324 43 職場 8,798 68 責任 5,365 93 基準 4,025
19 取締役 21,393 44 事項 8,780 69 男性 5,355 94 GHG 3,882
20 女性 19,571 45 キャリア 8,272 70 定期 5,321 95 コンプライアンス 3,833
21 取り組み 18,782 46 基本 8,104 71 温室 5,284 96 各種 3,639
22 制度 18,351 47 地域 8,048 72 一人ひとり 5,220 97 システム 3,634
23 価値 17,745 48 比率 7,971 73 資源 5,180 98 文中 3,617
24 体制 13,285 49 業務 7,961 74 割合 5,076 99 拠点 3,610
25 取組 13,081 50 対象 7,960 75 目的 4,953 100 機関 3,605

順位 名詞+未知語 語数 順位 名詞+未知語 語数 順位 名詞+未知語 語数 順位 名詞+未知語 語数
1 リスク 66,731 11 温室 5,284 21 気象 1,951 31 インフラ 1,254
2 気候 24,603 12 資源 5,180 22 原材料 1,844 32 素材 1,149
3 資本 12,307 13 チェーン 4,522 23 電気 1,528 33 自動車 1,008
4 シナリオ 12,256 14 地球 4,132 24 バリュー 1,455
5 炭素 10,134 15 モニタリング 3,437 25 サプライヤー 1,453
6 エネルギー 9,795 16 プロセス 3,268 26 保険 1,413
7 効果 6,916 17 気温 2,618 27 プラスチック 1,366
8 コスト 6,296 18 燃料 2,413 28 食品 1,337
9 ガス 6,262 19 時点 2,330 29 原料 1,310

10 災害 5,406 20 スコープ 2,139 30 カテゴリー 1,286
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産業が上位を占めた。環境関連の分析対象単語の出現数についても、上位は概ね全記述文字

数とほぼ同様の傾向を示したが、精密機器は全記述文字数が 17 位に比して環境に関連する

分析対象単語の多さでは 10 位となっている。なお、研究方法でも示したが分析対象単語の

カウントは、特定の単語（例：「炭素」）の出現回数を指しており、環境対応について記述さ

れた文章全体の文字数を示すものではない。 
また、全記述文字数に対する分析対象単語の出現文字数の割合も全記述文字数の順位と

類似する傾向ではあるものの、全記述文字数では 17 位の精密機械が割合では 3 位、全記述

文字数では 14 位の鉄鋼が割合では 10 位と順位を上げる傾向が見られた。このことは、そ

れらの産業が開示の量よりも、環境に特化した密度の高い情報開示を行っていることを示

唆している。 
表 5 業種別の全記述文字数、分析対象単語の出現数、分析対象単語の割合 

 

業種 社数 文字数 割 合
全記述 文字順位 気候変動 資源循環 分析対象

単語合計
分析対象
単語順位

気候変動 資源循環 分析対象
単語合計

分析対象
単語順位

全業種 4,217 4,835 － 93 67 101 － 1.9% 1.4% 2.1% －
保険業 25 11,271 1 282 144 300 1 2.5% 1.3% 2.7% 6
銀行業 99 10,661 2 236 157 249 2 2.2% 1.5% 2.3% 12
ゴム製品 19 8,890 3 164 126 184 7 1.8% 1.4% 2.1% 22
水産・農林業 11 7,424 4 184 152 216 3 2.5% 2.1% 2.9% 1
鉱業 6 7,310 5 193 152 198 4 2.6% 2.1% 2.7% 5
石油・石炭製品 10 7,023 6 163 119 178 8 2.3% 1.7% 2.5% 7
非鉄金属 34 6,817 7 140 106 152 9 2.0% 1.6% 2.2% 18
電気・ガス業 30 6,796 8 177 133 184 6 2.6% 2.0% 2.7% 4
食料品 129 6,789 9 148 140 190 5 2.2% 2.1% 2.8% 2
証券、商品先物取引業 40 6,375 10 96 59 99 24 1.5% 0.9% 1.5% 32
化学 210 6,121 11 129 102 145 12 2.1% 1.7% 2.4% 10
電気機器 240 5,971 12 127 93 135 14 2.1% 1.6% 2.3% 15
パルプ・紙 24 5,958 13 120 104 141 13 2.0% 1.7% 2.4% 11
鉄鋼 39 5,900 14 135 102 147 11 2.3% 1.7% 2.5% 8
空運業 6 5,865 15 92 47 94 27 1.6% 0.8% 1.6% 31
輸送用機器 86 5,848 16 122 92 133 15 2.1% 1.6% 2.3% 13
精密機器 54 5,437 17 140 104 149 10 2.6% 1.9% 2.7% 3
建設業 162 5,412 18 113 78 119 16 2.1% 1.4% 2.2% 19
陸運業 97 5,177 19 101 68 107 19 1.9% 1.3% 2.1% 23
その他金融業 61 5,161 20 86 53 90 28 1.7% 1.0% 1.7% 28
機械 225 5,157 21 107 78 115 17 2.1% 1.5% 2.2% 17
医薬品 85 4,914 22 90 64 97 25 1.8% 1.3% 2.0% 25
金属製品 89 4,873 23 101 77 110 18 2.1% 1.6% 2.3% 14
繊維製品 49 4,854 24 88 71 101 21 1.8% 1.5% 2.1% 21
その他製品 120 4,841 25 88 67 99 23 1.8% 1.4% 2.0% 24
卸売業 332 4,619 26 94 66 101 22 2.0% 1.4% 2.2% 20
ガラス・土石製品 56 4,360 27 98 71 105 20 2.3% 1.6% 2.4% 9
小売業 346 4,319 28 84 66 97 26 1.9% 1.5% 2.2% 16
不動産業 151 4,057 29 68 44 72 30 1.7% 1.1% 1.8% 27
倉庫・運輸関連 50 3,934 30 61 44 65 31 1.5% 1.1% 1.7% 29
海運業 13 3,901 31 72 48 74 29 1.9% 1.2% 1.9% 26
情報・通信業 634 3,600 32 50 31 52 33 1.4% 0.9% 1.4% 33
サービス業 684 3,301 33 50 33 54 32 1.5% 1.0% 1.6% 30
内国法人・組合　※ 1 2,149 34 16 2 18 34 0.7% 0.1% 0.8% 34
※有価証券報告書等の提出義務者以外
※サステナビリティに関する考え方及び取組の全記述量の多い順に並べた。環境文字数、割合の上位10位までにはセルの色を変更した。
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図 2の散布図において、右上に位置する業種は記述量・密度ともに高い包括的開示型と
いえる。他方、やや左上に位置する精密機器等は記述量を絞りつつも、環境に特化した単
語を使う高密度特化型と分類することができる。 
 

 
図 2 業種別の全記述文字数と分析対象単語の割合の散布図 

 

5. 考察 

業種間のばらつきに対する効果量（η2）を算出した結果、「サステナビリティに関する考

え方及び取組」の全記述量においては効果量が 0.11 となった。また、分析対象単語の割合

においては 0.13 となった。どちらの結果もコーエンの基準（0.06 以上で中程度、0.14 以上

で大きな効果）に照らせば、中程度の効果が認められる値となった。 
次に全産業平均と各産業の平均を比較するために効果量コーエンの d の算出を行い表 6

に示す。全記述量については、保険業（1.42）、銀行業（1.29）、ゴム製品（0.90）、水産・農

林業（0.57）、鉱業（0.55）において全産業平均を上回る顕著な傾向が確認された。また、

分析対象単語の割合の高さ、つまり環境に関する記述密度については、水産・農林業（0.69）
や鉱業（0.52）等の 1 次産業、電気・ガス（0.52）等のエネルギー産業、食料品（0.60）、
精密機器（0.54）等の製造業であった。これらの結果から、特に対象単語の割合の効果量に

注目すると、電気・ガスや食料品、精密機器等で高い値を示した。以上の結果から、特に記

述密度に注目すると、電気・ガスや食料品、精密機器等の業種において業界固有の傾向が強

く、環境課題に対する情報開示に積極的な姿勢を有していることが示唆される。 
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表 6 全業種と各産業を比較した効果量 d 

 
 
効果量から、記述量、分析対象単語の割合において産業別の差異が見られることが確認さ

れた。GHG の排出量が多い電気・ガスでは対象単語の記述割合が高いことが確認されたも

のの、化学系製造業や鉄鋼では記述割合が高くない結果となり仮説 1 については全体の傾

向は支持されるものの、業種別の傾向においては限定的な支持に留まる結果となった。 
資源循環促進法関連業種についても、食料品においては記述量においても分析対象単語

の割合においても高い傾向があることが示されたが、プラスチック製品関連業種において

はその傾向は見られなかった。したがって、仮説 2 はほぼ支持されない結果となった。仮説

2 については、「サステナビリティに関する考え方及び取組」には気候変動に関する記述が

主であること等が考えられる。 
分析対象単語の出現割合（記述密度）が高かった業種のうち仮説の段階で考慮しなかった

業種上位 3 業種については、個別の有価証券報告書を確認した。水産・農林業（1 位）にお

いては株式会社ニッスイの記述量が最も多かったことから、当該企業の「サステナビリティ

に関する考え方及び取組」の内容を確認した。全 196 ページ中 26 ページを「サステナビリ

ティに関する考え方及び取組」の記述に割いており、そのうち 2 ページをガバナンス、12
ページを人的資本、12 ページを自然資本の持続性向上に向けた対策にページを割いている。

自然資本の持続性向上に向けた対策の内容としては、気候変動への対応においてリスク分

析や自社の調達資源（水産資源）に対する記述、二酸化炭素の排出量、生物多様性への対応

等の広範な環境対応についての記述がある。 
食料品（2 位）においてはアサヒグループホールディングス株式会社の記述量が最も多か

ったことから、当該企業の「サステナビリティに関する考え方及び取組」の内容を確認した。

全 234 ページ中 33 ページを「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記述に割いて

おり、そのうち 8 ページをガバナンス、3 ページを人的資本、7.5 ページを環境対応に、8.5
ページを人権や健康にページを割いている。環境対応の内容としては、気候変動、持続可能

な容器包装、持続可能な農産物原料・水資源等自社の事業を踏まえた広範な環境対応の記述

業種 社数 効果量d 分析対象単語 業種 社数 効果量d 分析対象単語
全記述文字数 分析対象単語

文字数
分析対象単語

割合
割合（再掲） 全記述文字数 分析対象単語

文字数
分析対象単語

割合
割合（再掲）

保険業 25 1.42 1.45 0.48 2.7% 空運業 6 0.23 0.05 0.41 1.6%
銀行業 99 1.29 1.08 0.20 2.3% 輸送用機器 86 0.22 0.23 0.15 2.3%
ゴム製品 19 0.90 0.61 0.01 2.1% 海運業 13 0.21 0.19 0.15 1.9%
内国法人・組合　※ 1 0.59 0.61 1.05 0.8% 倉庫・運輸関連 50 0.20 0.26 0.36 1.7%
水産・農林業 11 0.57 0.84 0.69 2.9% 不動産業 151 0.17 0.21 0.26 1.8%
鉱業 6 0.55 0.71 0.52 2.7% 精密機器 54 0.13 0.35 0.54 2.7%
石油・石炭製品 10 0.48 0.56 0.37 2.5% 建設業 162 0.13 0.13 0.09 2.2%
非鉄金属 34 0.44 0.37 0.12 2.2% 小売業 346 0.11 0.03 0.13 2.2%
電気・ガス業 30 0.43 0.61 0.52 2.7% ガラス・土石製品 56 0.10 0.03 0.26 2.4%
食料品 129 0.43 0.65 0.60 2.8% 陸運業 97 0.08 0.04 0.02 2.1%
証券、商品先物取引業 40 0.34 0.02 0.45 1.5% その他金融業 61 0.07 0.08 0.29 1.7%
サービス業 684 0.34 0.35 0.39 1.6% 機械 225 0.07 0.10 0.12 2.2%
化学 210 0.28 0.32 0.24 2.4% 卸売業 332 0.05 0.00 0.08 2.2%
情報・通信業 634 0.27 0.36 0.54 1.4% 医薬品 85 0.02 0.03 0.09 2.0%
電気機器 240 0.25 0.25 0.14 2.3% 金属製品 89 0.01 0.07 0.14 2.3%
パルプ・紙 24 0.25 0.29 0.23 2.4% 繊維製品 49 0.00 0.00 0.00 2.1%
鉄鋼 39 0.24 0.34 0.34 2.5% その他製品 120 0.00 0.01 0.04 2.0%
※有価証券報告書等の提出義務者以外
※効果量0.5以上は中程度の効果量があると判断しセルの色を変更した。
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がある。 
精密機器（3 位）においては日機装株式会社の記述量が最も多かったことから、当該企業

の「サステナビリティに関する考え方及び取組」の内容を確認した。全 162 ページ中 18 ペ

ージを「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記述に割いており、そのうち 4 ペー

ジをガバナンス、4 ページを人的資本、10 ページを環境対応にページを割いている。環境

対応の内容としては、気候変動のリスク分析を脱炭素、資源循環、資源調達の観点から幅広

く記述がある。 
企業規模による差異を検証するため、中小企業とそれ以外の大企業等を比較するための

結果を表 7 に示す。効果量（η2）を算出したところ、全記述文字量で 0.07、分析対象単語

で 0.06、分析対象単語の割合（記述密度）で 0.07 となりいずれも大企業等の方が多い／高

い結果となった。これらの値はいずれも、コーエンによる基準（0.06 以上で中）において、

中程度の効果が認められる範囲内にある。これらの結果から、企業規模によって開示姿勢に

差異が生じるとする仮説 3 は概ね支持される結果となった。 
表 7 企業規模別の分析対象単語の出現数と割合 

 

 
本研究の手法によって、上場企業を中心とした有価証券報告書の内容をコンテンツ分析、

記述量分析をすることによって環境対応としてどの程度積極的かを産業別に概観すること

ができた。本研究では 1 年分を対象としたが、企業の環境対応の要請が経年で変化するこ

とから時系列での分析が求められる。また、あえて分析対象単語を機械的に抽出したが、こ

の精度を高めることによってコンテンツ分析の制度も高められると考えられる。これらに

ついては今後の課題としたい。 
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